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（実績）化学物質排出把握管理促進法（化管法） 

概要 

「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」（化学物質排出把握管理促進法、

化管法）は、事業者による化学物質の自主的な管理の改善を促進し、環境の保全上の支障を未然に防止することを目

的とした法律であり、PRTR制度と SDS制度を柱としている。PRTR（Pollutant Release and Transfer Register ）制

度は、特定の化学物質の環境への排出量等の把握・届出に関する措置であり、事業者は、対象化学物質を排出・移動

した際に、その量を国に届け出て、国は届け出られたデータ及び国が推計したデータを集計し公表する制度です。

SDS(Safety Data Sheet : 安全データシート）制度は、化学物質の性状や取扱いに関する情報の提供に関する措

置であり、事業者が対象化学物質等を他の事業者に譲渡・提供する際には、それらの情報が記載された SDSを提供

することを義務付ける制度です。 

当社では、化管法制度の在り方の検討支援、化管法対象物質の選定支援、届出外推計の実施、化管法の普及啓発支

援等、官公庁を中心に政策支援を行っています。 

・化管法の制度設計検討支援 

・化管法対象物質の選定に係る有害性・暴露情報の収集 

・届出外排出量推計の実施 

・政府 GHS分類 

・化管法の普及啓発支援 
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PRTR制度と SDS制度 

 

近年の実績 

・ 化管法の見直しに関する調査（経済産業省 2021～） 

→化学物質管理セミナー2022 

・ 事業者におけるリスク管理促進支援のための調査（経済産業省 2017） 

・ GHS分類ガイダンス等に関する調査（経済産業省 2018） 

・ 有害性情報に関する調査（経済産業省 2020～2021） 

・ 化管法 SDS制度に関する調査（経済産業省 2022～） 

・ 化管法に基づく PRTR制度等の課題検討業務（環境省 2010～） 

・ 化学物質の有害性等情報収集業務（環境省 2016～2017） 

・ PRTRデータの正確性向上に向けた調査（環境省 2020～） 

・ 化学物質管理対策支援（川崎市 2010～） 

  

原料製造 調合事業者

加工 最終製品行政 国民

PRTR制度 SDS制度

リスクコミュ
ニケーション

排出量等
の届出

集計結果
の公表

集計結果
の公表 SDS

SDS

https://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/information/seminar2022/download2022.pdf
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令和３年政令改正における化管法物質選定 

令和３年政令改正における物質選定では、化管法対象物質の候補となりうる化学物質として、「現行化管法対象物

質」と、国内外の化学物質に関する関連法令や調査結果に基づき、化管法対象物質として追加される可能性がある候

補物質とした「各種法令規制物質等」を母集団として、有害性及び暴露の観点について要件を設けて対象物質を選定

しました。 

有害性要件に関しては、発がん性・変異原性・経口慢性毒性・吸入慢性毒性・呼吸器感作性・生態毒性・オゾン層

破壊物質を対象項目として、各項目について選定基準を設定している。有害性項目については、国際的な潮流を踏ま

え、科学的知見の蓄積状況を踏まえて検討することとされています。 

暴露要件に関しては、モニタリング調査における検出状況に加え、新たに環境排出量を選定指標としました。環境

排出量に関しては、「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律」（化審法）におけるスクリーニング評価及び

少量新規特例・低生産量特例制度で使用されている排出係数をベースに、化管法物質選定用の排出係数を作成し、環

境排出量が推計されました。そのため、化審法対象外となる農薬等の排出係数は未設定のため、化審法対象外の用途

を含む物質に関しては製造輸入数量を選定指標としました。また、国が環境保全上の支障の未然防止を図るための総

合的な対策をとるために環境排出量の把握が必要とされている化学物質については、モニタリング調査や環境排出量

によらず、選定されました。 

当社では、化管法物質選定要件の検討、物質選定に際しての有害性・暴露データの収集・整理等を支援しました。 
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化管法対象物質の選定フロー 

（各種資料からみずほリサーチ＆テクノロジーズが作成） 

  

有害性要件・暴露要件を満たす

有害性要件 暴露要件

化管法対象候補物質

有害性項目 一般環境中での検出状況

（環境モニタリング結果）

（推計）排出量及び製造輸入数量

環境保全施策上必要な物質の要件※２

※２. 環境基準が設定されている物質や化審法優先評価化学物質等※１. 生態毒性は、水溶解度、揮発性、分解性を考慮

• 発がん性 • 変異原性 • 生殖発生毒性

• 感作性 • 一般毒性 • 生態毒性※１

母集団

• 化審法

• 毒劇法

• 自治体上乗せ物質

• 諸外国のPRTR対象物質 など

現行化管法対象物質

各種法令規制物質等

• 安衛法通知対象

• 農取法
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化管法における届出外排出量推計 

化管法では、第９条に基づき、経済産業大臣及び環境大臣は、関係行政機関の協力を得て、対象事業者から届け

出られた排出量以外の対象化学物質の環境への排出量（以下「届出外排出量」という。）を経済産業省令・環境省令

で定める事項ごとに算出（推計）し、届け出られた排出量の集計結果と併せて公表することとされています。省令で

定める事項については、以下のとおり規定されています。 

① 対象業種を営む事業者からの排出量のうち従業員数、取扱量等の一定の要件を満たさないため届出がなされ

ないもの 

② 対象業種以外の業種（以下「非対象業種」という。）のみを営む事業者からの排出量 

③ 家庭からの排出量 

④ 移動体からの排出量 

 推計項目は以下のとおりです。当社では、非点源からの排出項目を中心に届出外排出量の算出を実施して

います。 

 



 

6 

 

 
集計の対象となる排出源の構成 

（各種資料からみずほリサーチ＆テクノロジーズが作成） 

 

 推計の例として、自動車（コールドスタート）における推計フローを示します。 

対象業種

届出対象

• 従業員20人以下
• 年間取扱量１t未満

• 従業員21人以上
• 年間取扱量１t以上

たばこの煙

防虫剤・消臭剤

化粧品

低含率有物質

下水処理施設

一般廃棄物処理施設

産業廃棄物焼却施設

洗浄剤

魚網・防汚剤

汎用エンジン

接着剤

塗料

殺虫剤

水 道

オゾン層破壊物質・ダイオキシン類

倉庫業農薬

飲食業等

漁業等

農業、林業、ゴルフ場等

防除業等

建設業等

自動車 二輪車 特殊自動車（建設機器、農業機器、産業機器）
船舶（貨物船・旅客船等、漁船、プレジャーボート） 鉄道車両 航空機

※あくまでイメージ図であり、面積比が排出量の割合を示すものではない。

1 届出対象外 2 非対象業種 3 家 庭

4 移 動 体

条件
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自動車（コールドスタート時の増分）に係る排出量の推計フロー* 

*環境省 PRTRインフォメーション広場からみずほリサーチ＆テクノロジーズが作成 

 

https://www.env.go.jp/chemi/prtr/result/todokedegai_siryo.html
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